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日　時　：平成24年7月11日（水）18:10～20:30
場　所　：大阪府公館　会議室
出席者　：多々納部会長、田中丸委員、中谷委員、堀委員長、道奥委員　計５名
まとめ　：

	◆部会長選任について

　○全会一致で多々納委員が部会長に、多々納部会長の指名により中谷委員が部会長代理に再任

◆氾濫シミュレーションの条件確認について
○「洪水リスク表示図の作成」及び「当面の治水目標の設定」における各々の氾濫シミュレーション条件について、委員及び事務局間で認識共有。前者に関しては、より府民へわかりやすく表示できるよう引き続き改善に努めてもらいたい。後者に関しては、機会を見て引き続き議論する。
◆二級河川石津川水系の当面の治水目標の設定について
○石津川、和田川については、65mm程度対応（1/30）、百済川については現状維持とすることを、当面の治水目標の部会案とし委員会に報告することは了承。


概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
（1） 部会長選任について
○全会一致で多々納委員が部会長に、多々納部会長の指名により中谷委員が部会長代理に再任された。
（２）氾濫シミュレーションの条件確認について

　　【洪水リスク表示図の作成における考え方】

○洪水リスクとは、「降雨頻度（例：1/10、1/30、1/100等の確率降雨）」と「被害強度（危険度Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）」といった2つの次元を有する。府民へわかりやすく説明する上で、降雨頻度と被害強度をうまく併記して見せる必要がある。
　　●府では、過去1/100確率降雨に対してのみ示していたが、今回は1/10、1/30、1/100、1/200と複数の降雨強度に対してリスク表示図を見ることができる。
　　○降雨頻度に加えて、２次確率として破堤確率も示すことで、リスク表示図の不確実性をより表現することも考えられるのでは。
　　●破堤確率までは考慮していないが、ホームページでは、破堤点ごとに洪水リスク表示ができるようになっており、府民が自らの家に最も影響しうる破堤点がどこであるかも確認できる。
　　○現行、リスク表示図では、４パターンの確率降雨に対して示しているが、これに最も危険側と安全側の２ケースの切り口を加味し、合計８ケースとする等、洪水リスクに幅があることを見せるといった工夫も考えられる。
　　○洪水リスク表示図の説明にあたっては、最も悲観的なシナリオを示したものであるとともに、複数の被害シナリオの重ね合わせであって同時に起こるものではないことを補足しておくことは大切。
　　○破堤点など不確実性がある中において、発生しうる洪水リスクを表現する上で、安心情報にならないよう被害最大を表示することは一定理解できるが、より良いリスク開示に向けて、例えば、「床上浸水となるリスクは何%です」と表現するなど、工夫の余地はあるものと考えられる。
　　○リスク表示図を公開するに至っては、バックデータとして高度な技術情報があるが、これらを示していくと、府民からすれば理解困難となる懸念もあり、工夫する上でこの点には留意すべき。
　　○リスク開示には大きく次の２つの意味がある。

　　　①現実的にも起こりうる降雨規模に対して、どのあたりが浸水しやすいのかを示すことで、府民に、洪水リスクがある場所を認識してもらい、安全なところへ住むよう働きかけること

　　　②昨今の厳しい財政状況下にある中、限られた財源で河川整備を進めていく上で、その効果を府民に示していく、即ちアカウンタビリティーのツールとしての役割

　　○リスク表示にあたっては、府民から見てわかりやすくといった視点は非常に大切。府ホームページなど工夫されているが、府民目線の意見を聞くことも必要。また、流体力も重要な情報であり、家は流されないが歩行が困難なことを示すなど、今後留意頂きたい。
　　【当面の治水目標の設定における考え方】

○氾濫計算における破堤と溢水の扱いについて、補足説明願いたい。
　　●予め、上流から順に、破堤候補地点にて「河道水位」と「H.W.Lまたは堤防天端高から余裕高を引いた高さ」を比較し、河道水位の方が高い場合を破堤とし、各破堤点の内、被害最大の地点を採用している。また、破堤シナリオは、破堤発生時刻と同時に流下方向に堤防単位幅の半分が消失、１時間後には全てが消失といった設定をしている。

一方、溢水・越水は、被害最大の破堤点に洪水が到達する前に水位が堤防天端高より高い結果となれば、これを溢水・越水したと設定し、堤防が破堤することなく、溢れた水のみが堤内地に流れ出すとしている。

　　○「被害最大となる１洪水から当面の治水目標を設定」としているが、「被害最大となる破堤シナリオから当面の治水目標を設定」とした方が、表現としてはよりわかりやすくなる。
○当面の治水目標を設定する上で、被害最大を抽出しているが、どのような考えのもと被害最大としているのか。
　　●被害強度という視点で抽出しており、例えば危険度Ⅲが出れば、危険度Ⅰ・Ⅱが生じるシナリオよりも、被害が大きいと判定している。

　　【まとめ】

○「洪水リスク表示図の作成」及び「当面の治水目標の設定」における各々の氾濫シミュレーション条件について、委員及び事務局間で認識共有。前者に関しては、より府民へわかりやすく表示できるよう引き続き改善に努めてもらいたい。後者に関しては、機会を見て引き続き議論する。
（３）二級河川石津川水系の当面の治水目標の設定について

　　○流域貯留の効果の計算方法はどうしているのか。
　　●石津川流域内のため池の内、公的管理の６３池を抽出し、水系内の各河川に割振りしている。和田川であれば、１７池、約１１万m3のカット能力を二級河川上流端に反映している。
　　○ため池の容量算出はどのようにしているのか。
　　●ため池の現況堤防髙から余裕高60cmを引いた高さからH.W.Lまでの容量としている。
　　○カット能力を上流端に反映している点は、効果をやや過大に捉えているとは思うが、今回、河道改修案と比較しても河道改修が優位と判断できることから、問題ないものと考える。
○非かんがい期であれば計算条件よりも貯留効果は高く、また、豪雨が予測されるときにはため池管理者に水位を下げてもらうなど、貯留効果を高める方向で期待できる面もある。
　　○流域の特徴として、ため池が非常に多いことが挙げられるが、河川改修を進めていくとした場合、今後、ため池をどう取り扱っていくかは検討が必要。
　　○今回のような、府域でもため池の多い流域で、河道改修案の方がため池を活用した案よりも優位と判断されるなら、他流域ではため池優位とはなりえないものと考えられる。ため池施策のフィージビリティーについて、今後、検討が必要。
　　○石津川水系流域における農地利用がどのように推移していくのかによって、ため池が今後もあり続けるかの一指標にもなると思うが、このあたりはどうか。
　　●これまでの経過からすれば、農地は減少傾向にあるのではと考えられる。38頁でため池の分類として、「その他」と区分された池が多数あるが、これは過去、農地で利用されていたものが、昨今、農地が減り利用されなくなったことを示唆しているものと思われる。
　　○農地保全とため池の活用に関しては、河川整備計画には示しておくべきと考えられる。
　　○石津川、和田川については、65mm程度対応（1/30）、百済川については現状維持とすることを、当面の治水目標の部会案とし委員会に報告することは了承。

